
海洋プラスチック問題の解決と
資源循環の推進に向けた環境省の取組について
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２．循環型社会とは

１番目: 発生抑制
Reduce
廃棄物等の発生を抑
制

２番目: 再使用
Reuse
使い終わったもので
も、繰り返して使用

最終処分

３番目：再生利用 Recycle
再使用できないものでも、資
源としてリサイクル

５番目：適正処分
処分する以外の手段がない
場合は、適正に処分

４番目：熱回収
リサイクルできずかつ燃やさざるを
得ない廃棄物を焼却する際に発電
や余熱利用を行う

処理
（リサイクル、焼却等）

天然資源の投入

消費・使用

廃棄

廃棄物等の発生抑制と適正な循環的利用・処分により、天然資源の消費を抑制し、環境へ
の負荷ができる限り低減される社会 【循環型社会形成推進基本法（平成12年6月公布、13年1月完全施
行） 第二条】

生産
（製造、流通等）天然資源投入量

の抑制

循
環
型
社
会
形
成
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循環型社会
の形成に向
け、政府一
体となった取
組を推進



３．プラスチックごみによる海洋汚染の状況

出典：タイ天然資源環境省

◼ 2050年には魚の量を上回るとの試算も
◼ 観光、漁業にも影響が

出典：タイ天然資源環境省出典：UN World Oceans Day



４．世界の流出の実態

◼ 年間約５００万～１３００万トン流出との推計
◼ 中国及び東南アジアからの流出が多い



５．我が国におけるプラスチックの資源循環

◼ プラスチック廃棄物 = 9.4百万トン/年 (全廃棄物（431百万トン）の２％ ）
◼ リサイクル率= 24.8％,  リサイクル＋熱回収率 = 81.6％ （2013年時点）

※出典 Jambeckら : Plastic waste inputs from land into the ocean, Science (2015)

漏出 ２～６万t ※ 



６．海岸漂着物処理推進法の改正

平成21年の海岸漂着物処理推進法制定以降も、海岸漂着物等が海洋環境に深刻な影響を
及ぼしており、また、国際連携・協力の必要性が高まっていること等を踏まえ、平成30年６月
に海岸漂着物処理推進法（※）が改正された。
※同法は、国、地方公共団体、事業者及び国民の責務、海岸漂着物等の実態把握調査や、地方公共団体が実施する
海岸漂着物等の回収・処理等に対する財政的支援などを盛り込み、海岸漂着物対策を総合的に推進。

改定の経緯

１．漂流ごみ等の円滑な処理の推進
⇒漂流ごみ及び海底ごみを法の対象に追加。国及び地方公共団体は、漂流ごみ等の円
滑な処理の推進を図るよう努める。

２．３Ｒの推進等による海岸漂着物等の発生抑制
⇒海岸漂着物対策は、循環型社会形成推進基本法等による施策と相まって、発生抑制が
図られるよう十分配慮されたものとする。

３．マイクロプラスチック対策
⇒マイクロプラスチックを定義。事業者は、通常の用法に従った使用の後に公共の水域に
排出される製品へのマイクロプラスチックの使用の抑制に努める。

４．民間団体等の表彰
⇒海岸漂着物等の処理等の推進に寄与した民間の団体及び個人の表彰に努める。

５．国際的な連携の確保及び国際協力の推進

主な法改正事項



７．海岸漂着物等地域対策推進事業

◼ 都道府県や市町村等が、地域計画に基づき実施する海洋ごみ（漂着ごみ・漂流ご
み・海底ごみ）の回収・処理、発生抑制対策に対し、補助金による支援を実施。

環境省

補助金

都道府県、市町村による海洋ごみの回収処理

事業計画 事業報告

年間 約３０億円

（事業後）（事業前）

（岡山県笠岡市上浦港）

（事業後）（事業前）

（長崎県対馬市上津島町琴）



８．海洋ごみ調査

沿岸海域または沖合海域において、
船上から海面上のごみを目視で確
認し、海域別のごみの密度及び現
存量を推定

ネットによる採取

顕微鏡による計測

採取

水深300mから回収された漁網

底曳き網

環境省では、全国の海岸においてモニタリング調査等を実施するとともに、沿岸海域・沖合
海域において、漂流ごみの目視調査、マイクロプラスチック（マイクロビーズを含む）の採取、
海底ごみの採取を実施。

沿岸海域または沖合海
域において、底曳き網
により、海底ごみを採
取・分類し、海域別の
ごみの密度及び現存量
を推定

漂着ごみ調査 漂流ごみ調査 海底ごみ調査

レジンペレット

海岸をモニタリング調査し、漂着
ごみの量や種類、組成、ペットボ
トルの製造国（言語表記）等の情
報を収集・整理

マイクロプラスチック調査

マイクロプラスチックについて、その海洋汚
染の実態把握を推進。具体的には、
・日本周辺海域等における分布状況
・マイクロプラスチックに吸着しているPCB
等の有害化学物質の量

を把握するための調査を実施

：平成28年度調査箇所



９．プラスチック資源循環戦略(案)の概要



10．「プラスチック・スマート」 キャンペーン

○ ポイ捨て撲滅を徹底した上で、不必要なワンウェイのプラスチックの排出抑制や
分別回収の徹底など、“プラスチックとの賢い付き合い方”を全国的に推進し、我
が国の取組を国内外に発信していくキャンペーンを 「プラスチック・スマート -
for Sustainable Ocean-」 と銘打って展開。

○ 参加状況：176社・団体から269件の取組が登録。（2019年１月30日時点）

個人、消費者

＜取組例＞

・ポイ捨て撲滅、ごみ拾い活動への参加
・マイバッグの活用、リユースなど
プラスチックの有効利用

自治体、NGO、企業など

＜取組例＞

・散乱ごみや海岸漂着物の回収
・ワンウェイのプラスチックの排出抑制
・バイオマスプラスチックや紙などの
代替素材の利用

国
内
外
に
発
信

共通ﾛｺﾞﾏｰｸ

「プラスチック・スマート」
キャンペーン

世界経済ﾌｫｰﾗﾑ

官民連携ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ
（PACE）

特設ｷｬﾝﾍﾟｰﾝｻｲﾄ

世界循環経済ﾌｫｰﾗﾑ
（WCEF）

｢ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ･ｽﾏｰﾄ｣
ﾌｫｰﾗﾑ

ＳＮＳ
（♯ﾌﾟﾗｽﾁｯｸｽﾏｰﾄ）

一
つ
の
旗
印
の
下
に

取
組
を
集
約

連携協働

「G20持続可能な成長のためのエネ

ルギー転換と地球環境に関する関係
閣僚会合」の機会に、フォーラムを実
施し、優良な取組を大臣表彰・発表



11．「プラスチック・スマート」 フォーラム

フォーラム（事務局：環境省委託先）

国際シンポジウム
の開催

例）G20などの機会に、
会員の取組等を発信

関係団体と連携した各種イベントの実施

海洋ごみ研究会（仮称）
・分野横断的な調査研究の推進

〇海洋プラスチックごみの削減に向け、“プラスチックとの賢い付き合い方”を全国的に推進する
「プラスチック・スマート」キャンペーンを更に強化することを目的として、「プラスチック・ス
マート」キャンペーンの参加者を始めとする様々な団体の対話・交流の促進するものとして設置。

○ フォーラムでは、関係団体とも連携し、大臣表彰の実施、国際シンポジウムの開催、各地域での
イベント等の実施等の情報発信・普及啓発を行うほか、研究者による最新の知見を共有する。

大臣表彰の実施

※会員は各界各層の企業・団体から広く募集（会費なし）
※本フォーラムは、主体間の連携が活性化するまでの間、
集中して活動。

海ごみゼロウィーク等、
各地域でのイベント等
との連携

調査研究／対策の推進

研究機関等 企業・
業界団体

ＮＧＯ・
ＮＰＯ

国

地方公共団体

フォーラムを通じて
対話・交流を活性化

民間団体

業界団体

地方公共
団体関係

関
係
団
体
と
の
連
携
実
施

イ
ン
プ
ッ
ト

実施

会員間の情報共有の促進、国際動向等の情報共有
（平成31年度より実施）



・ ３月１１～１４日 国連環境総会（ナイロビ）

・ ５月３０日～６月８日 海ごみゼロウィーク（日本財団と共催）

※海岸での一斉清掃等のイベントを実施する予定。

・ ６月15～16日 Ｇ２０持続可能な成長のためのエネルギー転換及び
地球環境に関する関係閣僚会合（軽井沢）

・ 6月中旬 海ごみゼロ国際シンポジウム（日本財団と共催）

※ 優れた海ごみ対策に対する表彰等を実施する予定。

・ ６月２８～２９日 Ｇ２０サミット（大阪）

12．今後のスケジュール


